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Ⅰ 震度の活用等 
 １．震度の活用とその迅速な提供 

 ２．歴史地震の研究、過去の事例からの地震防災対策検討の利用 

 ３．震度観測の変遷 

 ４．昭和 63 年及び平成 7 年における震度の計測化の検討 

 

Ⅱ 資料集 
 １．気象審議会・答申第 19 号（平成 6 年 10 月 6 日） 

  「今後の地震・津波情報の高度化のあり方について」（抜粋） 

 

 ２．震度の計測化に関する検討 

  第 1 回（昭和 60 年～63 年） 

   震度観測検討委員会報告、解説資料（昭和 63 年 2 月） 

 

  第 2 回（平成 7 年） 

   震度問題検討会検討結果中間報告（平成 7 年 7月 5 日） 

   震度問題検討会検討結果最終報告（平成 7 年 11 月 29 日） 
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Ⅱは人間の感覚、震度Ⅲ及び震度Ⅳは室内の状況、震度Ⅴ及び震度Ⅵは家屋の被害な

どを記述。 

④ 昭和24年（1949年）に震度Ⅶを設けた改良の際に、あわせて、震度を津波予報作業の

基準に用いることとし、震度を素早く判定するために、体感での記述が追加された（震

度Ⅲと震度Ⅳの区別に震度Ⅳに体感の記述を、震度Ⅴと震度Ⅵの区別に震度Ⅵに体感

の記述。）。ただし、震度の速報は震度Ⅵまでとし、震度Ⅶについては、後日の調査に

より被害状況から判定するものとしていた。 

⑤ 昭和53年（1978年）には、体感による観測をより適切に行えるよう、気象庁の地震観

測の指針（地震観測指針（観測編））の震度の観測方法の参考事項として、速報する震

度Ⅵまでの全ての階級に体感を示した。 

⑥ 平成８年（1996年）には、気象庁で発表する震度は計測震度で観測するものとした。

また、震度情報が、災害応急対策等の防災対策を実施する上で有効な情報となるため

には、ある震度が観測された際に、実際にどのような現象、被害が発生するかをあら

かじめ示しておく必要があり、このため、「気象庁震度階級関連解説表」を作成した。 

 
 
 震度観測の変遷 

  ① 日本における震度観測の開始 
     地震現象の把握等に利用。地震観測の方法として震度により観測。 
  ② 気象庁震度階級の変遷 
     昭和 24 年から体感による速報、防災のための速報としての面を重視。 
  ③ 震度観測点の充実・強化 
    ・よりいっそうの速報性や客観性が重要。 
    ・平成８年に震度の計測化（機械観測化）。 
    ・地方公共団体等の震度観測データの活用の推進。 
    ・気象庁震度階級関連解説表の作成 
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４．昭和 63 年及び平成７年における震度の計測化の検討 

（１）第１回目の検討：震度観測検討委員会（昭和 60 年 3 月～昭和 63 年 2 月） 

 震度観測検討委員会（昭和 63 年２月）報告を受けて試験、整備を開始。ここでは、旧計

測震度と呼ぶ。 

 

旧計測震度 

  河角式 I＝2･log(a) + 0.7  I：震度、ａ：加速度（gal=cm/s/s)を基本とし、計測

量として加速度を用いる。水平動２成分のみを使用し、上下動は使用しない。 

  地震動全体を周波数領域でフィルター処理して算出。対象とする地震波の周期は、0.1

秒～1秒とする。 

  周期１秒より短周期の波（0.1～1 秒の波）については、計測震度が加速度と速度の中

間的なものとなるように、周期の影響を考慮。 

  周期１秒より長周期の波については、ローカットフィルターでカットする。 

  瞬間的に大きな加速度となった場合の影響を除去するため、継続時間を考慮。算出さ

れた震度が大きくとも、ある一定時間以下しかその加速度が観測されていない場合に

は、震度を１低減する。このため、算出される震度は整数部分しか意味を持たない。 

 

旧計測震度の計算式は、次のとおり。 

 I=2･log(a) + 0.7 + log (k･t） 

  I: 旧計測震度（四捨五入して整数値とする。ただし、右辺が 0.5 未満のときは I=0、

5.5 以上のときは I=6 とする） 

  a: 加速度（gal = cm/秒/秒）（フィルター後の加速度） 

  t: 周期（秒）（0.1～1 秒の範囲） 

  k: 係数（検討委員会の報告では k=3 としていたが、その後の検討により、最終的に

は k=1.5 とした。） 

 

【資料】昭和 63 年２月 震度観測検討委員会 報告より 
 現行の震度は人体感覚、被害状況等に基づき判断されていることから、地震動の強さを表わす客観的な量と

しては取り扱いに限界があり、そのままでは実際的な利用に不都合な点も生じてきている。この点を踏まえ、

地震動の強さに関連する物理学的要素を計測し、それに基づき計測震度（仮称）を求め、情報発表等を通じて

緊急的な諸対策等に供するとともに、他方では、より高度な利用のために計測量そのものを提供し、防災対策

等に資することも考慮すべきと考えられる。 

 

【資料】昭和 63 年２月 震度観測検討委員会 報告より 
 将来、震度観測の主体を計測震度（仮称）に以降するとしても、当面は、現在の震度観測との並行観測が必

要である。すなわち、現行の震度観測の補助として計測震度（仮称）の観測を行い、その間、計測化に伴う諸

問題を解決しつつ、あわせて計測量の有効利用について推進を図るべきと考えられる。 
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（２）第２回目の検討：震度問題検討会（平成７年 3月～11 月） 

 震度問題検討会検討結果最終報告（平成７年 11 月）報告を受けて、開始。現行の計測震

度である。平成８年４月開始、震度５、６の分割は１０月から開始。 
 

計測震度 

  上下動を加えた３成分の加速度波形を用いる。 

  建物被害との相関を考慮し、震度算出に用いる地震動の周期の範囲を長周期へ広げる。 

  計測震度の値が連続量として扱えるよう、継続時間考慮の方法の改良。 
 

計測震度の計算式は、次のとおり。 

 I=2･log(a) + 0.94 

  I: 計測震度 

  a: 加速度（gal = cm/秒/秒）（フィルター後及び継続時間考慮後の加速度） 

 

震度階級 

  震度５までについては、算出された値を四捨五入した整数値が、震度の値と一致する

ように作られている。これらは変更しない。 

  震度７を事後の調査によるものではなく、計測震度 6.5 以上を観測したものとする。 

  旧方式の震度５及び６については、対応する現象の幅が大きいため、適当な計測震度

の値によって震度階級を分割することが、防災上有効であり、階級を分割。 

  震度は、計測震度により計測するものであるが、従来の震度に関する経験等を参考に

して「気象庁震度階級関連解説表」を作成 

   ただし、構造物の耐震性の向上などで実状と合わなくなった場合には、内容を変更

するものとした。 
 

 

【資料】平成７年７月 震度問題検討会 中間報告より 
 兵庫県南部地震で現地調査の結果、震度７の揺れがあったとされる範囲(実際には、この範囲内では震度６以

下と震度 7 の地点が混在していると考えられる)で観測された強震加速度波形から計測震度を算出すると、6.5
前後の値となる。 
 以上のことから、震度７を計測震度 6.5 以上と定義すれば、対応する現象が現在の震度７の説明文の内容と

ほぼ一致すると考えられる。また、このように定義することにより、計測震度を四捨五入した値が震度を表す

という関係を、保つことができる。 
 

【資料】平成７年 11 月 震度問題検討会 最終報告より 
 震度５及び６については対応する現象の幅が大きいため、適当な計測震度の値によって震度階級を分割する

ことが、防災上有効であると考えられる。この場合、計測震度のどの値で分割するかが問題となるが、実際の

ところある計測震度の値を境として、発生する被害の様相が急激に変化することは考えられない。 
それは、 
(1)地震動の強さも、それに対応して発生する被害の様相も、連続的に変化すると考えられること。 
(2)ある震度に対応して発生する被害には、ある程度の幅があること。 
による。したがって、どの値で分割するかは厳密に決定されるものではなく、分割してできたそれぞれの震度

階級間で、全体として被害の様相が異なっていれば十分である。 
 このことを考慮すると、震度５、震度６はともに等分割、すなわち、計測震度５.０で震度５を分割し、同様

に計測震度６.０で震度６を分割することが自然であると考えられる。 
 

旧計測震度と計測震度のフィルターの総合特性の比較は次ページのとおり。 
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